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(57)【要約】
複数の強化繊維と、複数のポリイミド繊維と、複数の高分子バインダー繊維と、の組み合
わせを含み、前記高分子バインダー繊維の融点は前記ポリイミド繊維のそれより低いこと
を特徴とする、多孔質の圧縮可能な物品の製造用組成物；前記多孔質の圧縮可能な物品の
形成方法；および前記多孔質の圧縮可能な物品を含む物品。ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ
試験）に準拠して測定して、最大発熱までの時間、ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に
準拠して測定して、２分間合計発熱量およびＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５
．８５３）に準拠し４分間で測定して、ＮＢＳ光学煙密度が２００未満であるデュアルマ
トリックス複合材を熱成形したものを含む物品も開示される。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の強化繊維と、
　複数のポリイミド繊維と、
　複数の高分子バインダー繊維と、
の組み合わせを含み、
　前記高分子バインダー繊維の融点は前記ポリイミド繊維のそれより低いことを特徴とす
る多孔質の圧縮可能な物品製造用組成物。
【請求項２】
　さらに水性溶媒を含むことを特徴とする請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記強化繊維の平均繊維長は５～７５ｍｍであり、その平均繊維径は５～１２５μｍで
あり、前記ポリイミド繊維の平均繊維長は５～７５ｍｍであり、その平均繊維径は５～１
２５μｍであり、高分子バインダー繊維の平均繊維長は２ｍｍ～５ｍｍであり、その平均
繊維径は５～５０μｍであることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の組成物。
【請求項４】
　多孔質物品の形成方法であって、
　請求項１乃至請求項３のうちのいずれかに記載の組成物の懸濁を含む層を液中に形成す
るステップと、
　前記懸濁から前記液を少なくとも部分的に除去して織物を形成するステップと、
　前記織物から残留する液をすべて除去し、前記ポリイミドは溶融させずに前記高分子バ
インダー繊維を溶融させるに十分な条件下で前記織物を加熱するステップと、
　前記加熱した織物を冷却して多孔質マットを形成するステップと、
を備え、
　前記多孔質物品は、前記高分子バインダーのマトリックス中に、前記強化繊維と前記ポ
リイミド繊維との網状組織を含むことを特徴とする方法。
【請求項５】
　前記織物を形成するステップは、
　水性懸濁中に分散した前記組成物を支持形成部品上に堆積させて前記層を形成するステ
ップと、
　前記水性溶媒を除去して前記織物を形成するステップと、
を備えることを特徴とする請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記加熱は、１３０～１７０℃の温度で行われることを特徴とする請求項４または請求
項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記加熱するステップは、１３０℃～１５０℃の温度のオーブン内で加熱するステップ
と、次に、１５０℃～１７０℃の温度で赤外線加熱するステップと、を備えることを特徴
とする請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　加熱は温風または赤外線ヒータにより行われることを特徴とする請求項６に記載の方法
。
【請求項９】
　複数の強化繊維と複数のポリイミド繊維から成る網状組織と、
　前記網状組織上に堆積された、溶融および冷却された高分子バインダー繊維を含むマト
リックスと、
を含み、
　前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミド繊維のそれより低いことを特徴とする多
孔質物品。
【請求項１０】
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　前記多孔質物品の単位面積当たりの質量は９０～５００ｇ／ｍ２であることを特徴とす
る請求項４乃至請求項９のいずれかに記載の方法または多孔質物品。
【請求項１１】
　デュアルマトリックス複合材の形成方法であって、
　前記ポリイミド繊維を溶融させて前記網状組織を圧密化するに十分な条件下で、キャリ
ヤ層上に堆積された請求項８乃至請求項１０のいずれかに記載の多孔質物品の少なくとも
１つを加熱・圧縮するステップと、
　加圧下で、前記加熱・圧縮された物品とキャリヤ層とを冷却して、複数の強化繊維を含
む網状組織と、溶融および冷却されたポリイミド繊維と溶融および冷却された高分子バイ
ンダー繊維とを含むマトリックスと、を含む前記デュアルマトリックス複合材を形成する
ステップと、
を備え、
　前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミドのそれより低いことを特徴とする方法。
【請求項１２】
　前記多孔質物品を２枚以上含むスタックを加熱・圧縮するステップを備えることを特徴
とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記多孔質物品を２～１０枚含むスタックを加熱・圧縮するステップを備えることを特
徴とする請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　複数の強化繊維を含む網状組織と、
　溶融および冷却されたポリイミド繊維と溶融および冷却された高分子バインダー繊維と
を含むマトリックスと、
を含み、
　最小ロフト度が３°以上であることを特徴とする熱成形可能なデュアルマトリックス複
合材。
【請求項１５】
　デュアルマトリックス複合材のロフトは、複合材全体に亘って１σ以内であることを特
徴とする請求項１４に記載のデュアルマトリックス複合材。
【請求項１６】
　デュアルマトリックス複合材のロフトは、複合材全体に亘って３０％以内であることを
特徴とする請求項１４に記載のデュアルマトリックス複合材。
【請求項１７】
　空隙率が、前記多孔質物品のそれより約４体積％低いことを特徴とする請求項１４乃至
請求項１６のいずれかに記載のデュアルマトリックス複合材。
【請求項１８】
　融点が少なくとも２０５℃であることを特徴とする請求項１４乃至請求項１７のいずれ
かに記載のデュアルマトリックス複合材。
【請求項１９】
　請求項１４乃至請求項１８のいずれかに記載のデュアルマトリックス複合材を熱成形し
て前記物品を形成することを特徴とする物品の形成方法。
【請求項２０】
　前記熱成形は、マッチドメタル熱成形であることを特徴とする請求項１９に記載の方法
。
【請求項２１】
　請求項１４乃至請求項１８のいずれかに記載の熱成形されたデュアルマトリックス複合
材を含むことを特徴とする物品。
【請求項２２】
　空隙率が、デュアルマトリックス複合材のそれより３０～７５体積％低いことを特徴と
する請求項２１に記載の物品。
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【請求項２３】
　航空機内装パネルの形態をした請求項２１または請求項２２に記載の物品。
【請求項２４】
　前記デュアルマトリックス複合材から製造された熱成形物品は、
　（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発熱量が６５ｋＷ
／ｍ２未満；
　（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２分間合計発熱量が６
５ｋＷ×分／ｍ２以下；
　（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に基づき、４分間で測定
したＮＢＳ光学煙密度が２００未満、であることを特徴とする請求項２１乃至請求項２３
のいずれかに記載の物品。
【請求項２５】
　さらに、Ｄｒａｅｇｅｒチューブ毒性試験（エアバスＡＢＤ００３１、ボーイングＢＳ
Ｓ７２３９）に準拠した毒性ガス放出量が１００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求
項２４に記載の物品。
【請求項２６】
　前記強化繊維と前記ポリイミド繊維と前記高分子バインダー繊維の合計質量に対して、
　３０～６５質量％の前記強化繊維と、
　３０～６５質量％の前記ポリイミド繊維と、
　２～２０質量％の前記高分子バインダー繊維と、
を含むことを特徴とする請求項１乃至請求項２５のいずれかに記載の組成物、多孔質マッ
ト、デュアルマトリックス複合材、物品または方法。
【請求項２７】
　前記複数の強化繊維は、金属繊維、金属化無機繊維、金属化合成繊維、ガラス繊維、グ
ラファイト繊維、炭素繊維、セラミック繊維、鉱物繊維、玄武岩繊維、融点が前記ポリイ
ミドのそれより少なくとも１５０℃高いポリマー繊維またはこれらの組み合わせを含むこ
とを特徴とする請求項１乃至請求項２６のいずれかに記載の組成物、多孔質マット、デュ
アルマトリックス複合材、物品または方法。
【請求項２８】
　前記強化繊維はガラス繊維であることを特徴とする請求項１乃至請求項２７のいずれか
に記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリックス複合材、物品または方法。
【請求項２９】
　前記ポリイミドは、ポリエーテルイミドを含むことを特徴とする請求項１乃至請求項２
８のいずれかに記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリックス複合材、物品または
方法。
【請求項３０】
　前記高分子バインダーは、ポリシロキサン、ポリシロキサン－ポリエステルカーボネー
トコポリマー、ポリエステル、ポリエステル－ポリエーテルイミド配合物、これらのいず
れかの複合繊維およびこれらの組み合わせから選択されたポリマーであることを特徴とす
る請求項１乃至請求項２９のいずれかに記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリッ
クス複合材、物品または方法。
【請求項３１】
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、その合計質量に対して
、
　０．２～１０質量％の量の、４～５０個のシロキサン単位を含むポリシロキサン単位と
、
　ポリエステル－ポリカーボネート単位であって、前記ポリエステル－ポリカーボネート
単位に対して、５０～１００モル％のアリレートエステル単位と、０ル％超５０モル％未
満の芳香族カーボネート単位と、０モル％超３０モル％未満のレゾルシノールカーボネー
ト単位と、０ル％超３５モル％未満のビスフェノールカーボネート単位と、



(5) JP 2014-503694 A 2014.2.13

10

20

30

40

50

を含むポリエステル－ポリカーボネート単位と、を含み、
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマー組成物の２分間総発熱速度
は、米国連邦航空規則ＦＡＲ２５．８５３（ｄ）に準拠し、ＦＡＲ２５．４の方法を用い
て測定して、６５ｋＷ－分／ｍ２以下であり、最大発熱速度は６５ｋＷ／ｍ２未満である
ことを特徴とする請求項３１に記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリックス複合
材、物品または方法。
【請求項３２】
　前記アリレートエステル単位は、イソフタレート－テレフタレート－レゾルシノールエ
ステル単位であることを特徴とする請求項３１に記載の組成物、多孔質マット、デュアル
マトリックス複合材、物品または方法。
【請求項３３】
　前記デュアルマトリックス複合材、物品または方法は、パーフルオロアルキルスルホン
酸塩、フルオロポリマーカプセル化ビニル芳香族コポリマー、ジフェニルスルホン－３－
スルホン酸カリウム、トリクロロベンゼンスルホン酸ナトリウム、あるいはこれらの難燃
剤の少なくとも１つを含む組み合わせである難燃剤は含まないことを特徴とする請求項１
乃至請求項３２のいずれかに記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリックス複合材
、物品または方法。
【請求項３４】
　熱安定剤、酸化防止剤、光安定剤、γ線照射安定剤、着色剤、帯電防止剤、潤滑剤、離
型剤またはこれらの組み合わせをさらに含むことを特徴とする請求項１乃至請求項３３の
いずれかに記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリックス複合材、物品または方法
。
【請求項３５】
　金属繊維、金属化無機繊維、金属化合成繊維、ガラス繊維、グラファイト繊維、炭素繊
維、セラミック繊維、鉱物繊維、玄武岩繊維、融点が前記ポリイミドのそれより少なくと
も１５０℃高いポリマー繊維およびこれらの組み合わせから選択された複数の強化繊維を
含む網状組織と、
　（ａ）溶融および冷却されたポリイミド繊維と（ｂ）溶融および冷却された高分子バイ
ンダー繊維とを含むマトリックスと、
を含み、
　前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミドのそれより低く、最小ロフト度が３°以
上であり、ロフトは、複合材全体に亘って３０％以内であることを特徴とするデュアルマ
トリックス複合材。
【請求項３６】
　ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発熱までの時間、
　ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２分間合計発熱量、および
　ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に準拠し４分間で測定して、Ｎ
ＢＳ光学煙密度が２００未満、であることを特徴とする請求項３５に記載の熱成形された
デュアルマトリックス複合材を含む物品。
【請求項３７】
　前記デュアルマトリックス複合材は、パーフルオロアルキルスルホン酸塩、フルオロポ
リマーカプセル化ビニル芳香族コポリマー、ジフェニルスルホン－３－スルホン酸カリウ
ム、トリクロロベンゼンスルホン酸ナトリウム、あるいはこれらの難燃剤の少なくとも１
つを含む組み合わせである難燃剤は含まないことを特徴とする請求項３６に記載の物品。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　本開示は、強化熱可塑性物品に関し、特に、熱成形可能なポリイミド繊維強化物品、該
熱成形可能な物品製造用の組成物、製造方法、物品およびその利用に関する。
【０００２】
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　強化繊維を含む熱可塑性物品は、商業用航空機、船舶および列車などの輸送手段の内装
に採用される部品の製造用として、その使用は益々拡大している。そのような材料、特に
、航空機に使用される材料としては、優れた難燃性を有していることと、炎に暴露時に熱
と煙の放出量が少ないことが望ましい。米国連邦航空規則（ＦＡＲ）では、航空機の内装
に使用されるパネルの対象となる特定の難燃性として、少なくとも、低発熱速度（ＯＳＵ
６５／６５規格と呼ぶ）、低煙密度および燃焼生成物の低毒性が挙げられている。これら
はしばしば、航空機インテリアパネルの燃焼－発煙－毒性（ＦＳＴ）要件と呼ばれる。パ
ネルを構成する多くの材料では、パネルに付加的な層を追加して初めてこれらの要件を満
たすことができるが、それには、材料費や人件費がさらにかかり、パネル重量も増える。
可視表面に外観上の仕上げを施そうとすると、さらに手作業が必要となり得る。強化繊維
を含む熱可塑性物品の製造に有用な材料は、ＦＳＴ要件を満たすことに加えて、一般に、
該物品の形成に良好な加工性と、魅力的な表面仕上がり性、使用中あるいは二次作業中の
割れ易さを最小化する靭性、耐候性、および所望される場合は透明性などの望ましい物性
も有している。
【０００３】
　従って、当分野では、発熱速度と煙密度が低い強化熱可塑性熱成形物品の製造に有用な
材料が引き続き求められている。また、こうした材料の燃焼生成物が低毒性であることも
望ましい。また、該熱成形物品が製造される強化熱成形用物品が効率的および経済的に製
造できれば好都合であろう。また、該熱成形物品が、靭性、耐候性および耐薬品性の１つ
または複数、および洗浄の容易性を備えていればさらに好都合であろう。
【発明の開示】
【０００４】
　本発明は、多孔質の圧縮可能な物品製造用組成物であって、複数の強化繊維と、複数の
ポリイミド繊維と、複数の高分子バインダー繊維と、の組み合わせを含み、前記高分子バ
インダー繊維の融点は前記ポリイミド繊維のそれより低いことを特徴とする組成物に関す
る。
【０００５】
　別の実施形態では、本発明は、多孔質物品の形成方法であって、請求項１乃至請求項３
のいずれかに記載の組成物の懸濁を含む層を液中に形成するステップと、前記懸濁から前
記液を少なくとも部分的に除去して織物を形成するステップと、前記織物から残留する液
をすべて除去し、前記ポリイミドは溶融させずに前記高分子バインダー繊維を溶融させる
に十分な条件下で前記織物を加熱するステップと、前記加熱した織物を冷却して多孔質マ
ットを形成するステップと、を備え、前記多孔質物品は、前記高分子バインダーのマトリ
ックス中に、前記強化繊維と前記ポリイミド繊維との網状組織を含むことを特徴とする方
法に関する。
【０００６】
　別の実施形態では、本発明は、複数の強化繊維と複数のポリイミド繊維から成る網状組
織と、前記網状組織上に堆積された、溶融および冷却された高分子バインダー繊維を含む
マトリックスと、を含み、前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミド繊維のそれより
低いことを特徴とする多孔質物品に関する。
【０００７】
　別の実施形態では、本発明は、デュアルマトリックス複合材の形成方法であって、前記
ポリイミド繊維を溶融させて前記網状組織を圧密化するに十分な条件下で、キャリヤ（ｃ
ａｒｒｉｅｒ）層上に堆積された請求項８乃至請求項１０のいずれかに記載の多孔質物品
の少なくとも１つを加熱・圧縮するステップと、加圧下で、前記加熱・圧縮された物品と
キャリヤ層とを冷却して、複数の強化繊維を含む網状組織と、溶融および冷却されたポリ
イミド繊維と溶融および冷却された高分子バインダー繊維とを含むマトリックスと、を含
む前記デュアルマトリックス複合材を形成するステップと、を備え、前記高分子バインダ
ーの融点は前記ポリイミドのそれより低いことを特徴とする方法に関する。
【０００８】
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　別の実施形態では、本発明は、複数の強化繊維を含む網状組織と、溶融および冷却され
たポリイミド繊維と溶融および冷却された高分子バインダー繊維とを含むマトリックスと
、を含む熱成形可能なデュアルマトリックス複合材であって、前記高分子バインダーの融
点は前記ポリイミドのそれより低く、前記デュアルマトリックス複合材の最小ロフト度は
３°以上であることを特徴とする複合材に関する。
【０００９】
　別の実施形態では、本発明は、前記デュアルマトリックス複合材を熱成形して前記物品
を形成するステップを備える物品の形成方法に関する。
【００１０】
　別の実施形態では、本発明は、熱成形されたデュアルマトリックス複合材を含む物品に
関する。
【００１１】
　別の実施形態では、本発明は、金属繊維、金属化無機繊維、金属化合成繊維、ガラス繊
維、グラファイト繊維、炭素繊維、セラミック繊維、鉱物繊維、玄武岩繊維、融点が前記
ポリイミドのそれより少なくとも１５０℃高いポリマー繊維およびこれらの組み合わせか
ら選択された複数の強化繊維を含む網状組織と、（ａ）溶融および冷却されたポリイミド
繊維と（ｂ）溶融および冷却された高分子バインダー繊維とを含むマトリックスと、を含
むデュアルマトリックス複合材であって、前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミド
のそれより低く、前記デュアルマトリックス複合材の最小ロフト度は３°以上であり、前
記デュアルマトリックス複合材のロフトは、該複合材全体に亘って３０％以内であること
を特徴とする複合材に関する。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明者らは、発熱速度と煙密度が小さな物品に熱成形できる、強化熱可塑性熱成形可
能物品（以後、「デュアルマトリックス複合材」と呼ぶ）を開発した。ある実施形態では
、該熱成形可能な物品の燃焼生成物の毒性は低い。該デュアルマトリックス複合材を製造
するために、強化繊維と、ポリイミド繊維と、高分子バインダー繊維との組み合わせを含
む組成物から多孔質マットを形成する。該高分子バインダー繊維の融点はポリイミド繊維
のそれより低く、該高分子バインダー繊維は効果的に溶融させるがポリイミド繊維は溶融
させない温度で、これら３つの繊維成分の組み合わせを加熱することによって該多孔質マ
ットが形成される。該高分子バインダーは、冷却後のマットに強度を与える第１のマトリ
ックスを形成する。その後、圧縮しながら、ポリイミドを溶融させ第２のマトリックスを
形成するに十分な温度まで加熱することによって多孔質マットを圧密化し、該デュアルマ
トリックス複合材を形成する。前記３つの繊維成分の組み合わせを用いることによって、
多孔質マット内の成分は均一に混合・分配されて、断面がより薄いマットが得られる。ま
た、前記選択されたポリマーは十分に安定であり、処理温度または形成温度までの繰り返
し加熱にも、最小の酸化だけで耐える。該多孔質マットの特性および組成は、例えば、強
化繊維と高分子バインダーのタイプ、大きさおよび量を変えることにより、必要に応じて
変更できる。重要なことは、該高分子バインダーによって最終の熱成形製品のＦＳＴ特性
は低下せず、最終の熱成形製品が、追加の層や添加剤を必要とせずに、要求されるＦＳＴ
特性をすべて満たすことである。
【００１３】
　前記多孔質マットから形成されたデュアルマトリックス複合材のロフト度は３°以上で
あり、マットの厚み全体に亘って非常に均一である。該デュアルマトリックス複合材は熱
成形されて、例えば、物品が得られる。このように、該デュアルマトリックス複合材は、
低発熱、低煙密度およびまたは低レベルの毒性燃焼副生成物というＦＡＲ要件を満たす部
品の製造に使用される。ある実施形態では、該デュアルマトリックス複合材は次の基準を
満たす。（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発熱量が６
５ｋＷ／ｍ２未満；（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２分
間合計発熱量が６５ｋＷ×分／ｍ２以下；ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．



(8) JP 2014-503694 A 2014.2.13

10

20

30

40

50

８５３）に基づき、４分間で測定したＮＢＳ光学煙密度が２００未満。
【００１４】
　単数表現は、文脈上明らかにそうでない場合以外は、複数も包含する。同じ特性あるい
は成分に関するすべての範囲の終了点は独立に組み合わせ可能であり、列挙された終了点
を含む。「組み合わせ」は、配合物、混合物、合金、反応生成物などを含む。「およびそ
の組み合わせ」は、指定された成分、およびまたは、特定的に指定されていないが、実質
的に同じ機能を有する他の成分も包含する。
【００１５】
　作用例を除き、あるいは別途明示がある場合を除き、明細書および請求項で用いられて
いる成分量や反応条件等に言及する数字や表現は、すべての場合について「約」で修飾さ
れるものと理解されたい。本出願においては種々の数値範囲が示されている。これらの範
囲は連続的であり、最小値と最大値間のすべての数値を含む。同じ特性または成分に関す
るすべての範囲の終了点は独立に組み合わせ可能であり、列挙された終了点を含む。別途
明示された場合を除き、本明細書のこうした種々の数値範囲は近似である。「０を超え」
ある値までとは、指定された成分が、０を超え、指定された大きな量まで（それを含む）
存在することを意味する。
【００１６】
　本明細書で用いられる「融点」は、結晶性ポリマーの融点、あるいは非晶質ポリマーの
ガラス転移温度または軟化温度を指す。
【００１７】
　本明細書では、化合物は標準名称法で記載される。２つの文字または記号間以外のダッ
シュ（”－”）は、置換基の接続点を示す。例えば、－ＣＨＯは、カルボニル（Ｃ＝Ｏ）
基の炭素を通して接続する。本明細書で使用される「アルキル」は、直鎖または分枝鎖の
一価炭化水素基を指し；「アルキレン」は、直鎖または分枝鎖の二価炭化水素基を指し；
「アルキリデン」は、２つの価数が単一の共通の炭素原子上にある直鎖または分枝鎖の二
価炭化水素基を指し；「アルケニル」は、炭素－炭素二重結合で結合された少なくとも２
つの炭素を有する直鎖または分枝鎖の一価炭化水素基を指し；「シクロアルキル」は、少
なくとも３個の炭素原子を有する非芳香族の一価単環式または複環式炭化水素基を指し、
「シクロアルキルエン」は、少なくとも３個の炭素原子を有し、不飽和度が少なくとも１
の非芳香族の脂環式二価炭化水素基を指し；「アリール」は、芳香環（１つまたは複数）
に炭素だけを含む一価の芳香族基を指し；「アリーレン」は、芳香環（１つまたは複数）
に炭素だけを含む二価の芳香族基を指し；「アルキルアリール」は、上記で定義したアル
キル基で置換されたアリール基を指し、典型的には４－メチルフェニルであり；「アリー
ルアルキル」は、上記で定義したアリール基で置換されたアルキル基であり、典型的には
ベンジルであり；「アシル」は、表示された数の炭素原子がカルボニル炭素橋（－Ｃ（＝
Ｏ）－）を通して接続する上記で定義されたアルキル基を指し；「アルコキシ」は、表示
された数の炭素原子が酸素橋（－Ｏ－）を通して接続する上記で定義されたアルキル基を
指し；「アリールオキシ」は、表示された数の炭素原子が酸素橋（－Ｏ－）を通して接続
する上記で定義されたアリール基を指す。
【００１８】
　別途明示された場合を除き、前述の基のそれぞれは、置換基が該化合物の合成、安定性
または使用に著しい悪影響を及ぼさない限り、置換されていてもされていなくてもよい。
本明細書での「置換された」は、指定された原子または基上の任意の、少なくとも１つの
水素が、その原子の正常な価数を超過しない限り、別の基で置き換えられたことを意味す
る。該置換基がオキソ（＝Ｏ）の場合、該原子上の２つの水素が置き換えられる。置換基
およびまたは変数の組み合わせは、該置換基が化合物の合成または使用に著しい悪影響を
及ぼさない限り許容される。
【００１９】
　上記のように、３つの異なるタイプの繊維を有する組成物を使用して多孔質マットを形
成し、次にそれを圧密化して前記デュアルマトリックス複合材を得る。該多孔質マット形
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成用の組成物は、複数の強化繊維と、複数のポリイミド繊維と、複数の高分子バインダー
繊維とを含み、高分子バインダー繊維の融点はポリイミド繊維のそれより低い。
【００２０】
　前記強化繊維は、金属繊維（例えばステンレス鋼繊維）、金属化無機繊維、金属化合成
繊維、ガラス繊維（例えば、無ソーダガラス（「Ｅ」ガラス）である石灰－アルミニウム
ホウケイ酸ガラス、Ａガラス、Ｃガラス、ＥＣＲガラス、Ｒガラス、Ｓガラス、Ｄガラス
またはＮＥガラス）、グラファイト繊維、炭素繊維、セラミック繊維、鉱物繊維、玄武岩
繊維、融点が前記ポリイミドのそれより少なくとも１５０℃高いポリマー繊維、またはこ
れらの組み合わせであり得る。ある実施形態では、該強化繊維は、ガラス繊維、適合する
非ガラス材料あるいはこれらの組み合わせである。本明細書での「適合する非ガラス材料
」とは、ガラスの表面接着性および湿潤性と同様な特性を有し、ガラス繊維との均一な分
散が可能な非ガラス材料を指す。
【００２１】
　該強化繊維は、モノフィラメントまたはマルチフィラメントの形態で提供され、コンテ
ィニュアスストランドマット、チョップドストランドマット、薄織物、紙およびフェルト
などの不織繊維補強材であり得る。ある実施形態では、該強化繊維は、単一の個別繊維の
形態であり、不連続である。チョップドストランドバンドル（ｂｕｎｄｌｅ）の形態をし
たガラス繊維が使用される場合、該バンドルを単繊維に分割して構造体を形成できる。不
連続の強化繊維は最長で５～７５ｍｍに、特定的には６～６０ｍｍに、より特定的には７
～５０ｍｍに、さらにより特定的には１０～４０ｍｍにできる。また、不連続の強化繊維
は５～１２５μｍに、特定的には１０～１００μｍにできる。
【００２２】
　前記ポリイミド繊維によって、前記デュアルポリマーマトリックスには、あるタイプの
ポリマーが提供される。デュアルマトリックス複合材の利用性、融点および所望の特性に
応じて、広範囲のポリイミドが使用できる。本明細での「ポリイミド」には、ポリエーテ
ルイミドおよびポリエーテルイミドスルホンが含まれる。特定の実施形態では、該ポリエ
ーテルイミドは、式（１）の構造単位を２個以上、特定的には１０～１，０００個、より
特定的には１０～５００個含む。

【化１】

式中、Ｔは、－Ｏ－または式－Ｏ－Ｚ－Ｏ－の基であり、－Ｏ－あるいは－Ｏ－Ｚ－Ｏ－
基の二価結合は、３，３’、３，４’、４，３’または４，４’位置に存在し、
Ｚは、これに限定されないが、式（２）の二価部分を含む。

【化２】

式中、Ｑは、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｃ（Ｏ）－、－ＳＯ２－、－ＳＯ－、－ＣｙＨ２ｙ－（
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ｙは１～２０の整数）、および上記で定義したパーフルオロアルキレン基を含む、これら
のハロゲン化誘導体を含む二価部分であり；
Ｒは、式（３）の二価基である。
【化３】

式中、Ｑは、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｃ（Ｏ）－、－ＳＯ２－、－ＳＯ－、－ＣｙＨ２ｙ－（
ｙは１～５の整数）、およびパーフルオロアルキレン基を含むこれらのハロゲン化誘導体
などの二価部分である。
【００２３】
　別の特定の実施形態では、前記ポリエーテルイミドスルホンは、式（４）の構造単位を
２個以上、特定的には１０～１，０００個、より特定的には１０～５００個含み得る。
【化４】

ここで、式（１）のＹモルとＲモルの合計の５０モル％超が－ＳＯ２－基を含むという条
件で、Ｙは、－Ｏ－、－ＳＯ２－または式－Ｏ－Ｚ－Ｏ－の基であり、－Ｏ－、－ＳＯ２

－または式－Ｏ－Ｚ－Ｏ－基の二価結合は３，３’、３，４’、４，３’または４，４’
位置に存在し、Ｚは、上記に定義した式（２）の二価基であり、Ｒは、上記で定義した式
（３）の二価基である。
【００２４】
　前記ポリエーテルイミドおよびポリエーテルイミドスルホンは、これに限定されないが
、式（５）または式（６）の芳香族二無水物と式（７）の有機ジアミンとの反応を含む種
々の方法で調製できる。

【化５】

【化６】

　Ｈ２Ｎ－Ｒ－ＮＨ２　　（７）
式中、Ｒ、ＴおよびＹは上記に定義した通りである。
【００２５】
　式（５）の特定の芳香族二無水物の例としては、２，２－ビス［４－（３，４－ジカル
ボキシフェノキシ）フェニル］プロパン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキ
シフェノキシ）ジフェニルエーテル二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフ
ェノキシ）ジフェニルスルフィド二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェ
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ノキシ）ベンゾフェノン二無水物、２，２－ビス［４－（２，３－ジカルボキシフェノキ
シ）フェニル］プロパン二無水物、４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）
ジフェニルエーテル二無水物、４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）ジフ
ェニルスルフィド二無水物、４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）ベンゾ
フェノン二無水物、４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）－４’－（３，４－ジカル
ボキシフェノキシ）ジフェニル－２，２－プロパン二無水物、４－（２，３－ジカルボキ
シフェノキシ）－４’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルエーテル二無水
物、４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）－４’－（３，４－ジカルボキシフェノキ
シ）ジフェニルスルフィド二無水物および４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）－４
’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ベンゾフェノン二無水物が挙げられる。これら
のものの少なくとも１つを含む組み合わせも使用できる。
【００２６】
　式（６）のスルホン基を含む特定の芳香族二無水物の例としては、４，４’－ビス（３
，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物、４，４’－ビス（２，３
－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物、４－（２，３－ジカルボキシ
フェノキシ）－４’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルエーテル二無水物
が挙げられる。これらのものの少なくとも１つを含む組み合わせも使用できる。また、前
記ポリエーテルイミドスルホンは、式（５）および式（６）の二無水物の組み合わせを使
用して調製できる。
【００２７】
　式（７）のアミン化合物の例としては、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、トリ
メチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、ヘキサメチレンジ
アミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、デ
カメチレンジアミン、１，１２－ドデカンジアミン、１，１８－オクタデカンジアミン、
３－メチルヘプタメチレンジアミン、４，４－ジメチルヘプタメチレンジアミン、４－メ
チルノナメチレンジアミン、５－メチルノナメチレンジアミン、２，５－ジメチルヘキサ
メチレンジアミン、２，５－ジメチルヘプタメチレンジアミン、２，２－ジメチルプロピ
レンジアミン、Ｎ－メチル－ビス（３－アミノプロピル）アミン、３－メトキシヘキサメ
チレンジアミン、１，２－ビス（３－アミノプロポキシ）エタン、ビス（３－アミノプロ
ピル）スルフィド、１，４－シクロヘキサンジアミン、ビス－（４－アミノシクロヘキシ
ル）メタン、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、２，４－ジアミノトル
エン、２、６－ジアミノトルエン、ｍ－キシレンジアミン、ｐ－キシレンジアミン、２－
メチル－４，６－ジエチル－１，３－フェニレン－ジアミン、５－メチル－４，６－ジエ
チル－１，３－フェニレン－ジアミン、ベンジジン、３，３’－ジメチルベンジジン、３
，３’－ジメトキシベンジジン、１，５－ジアミノナフタレン、ビス（４－アミノフェニ
ル）メタン、ビス（２－クロロ－４－アミノ－３，５－ジエチルフェニル）メタン、ビス
（４－アミノフェニル）プロパン、２，４－ビス（ｂ－アミノ－ｔ－ブチル）トルエン、
ビス（ｐ－ｂ－アミノ－ｔ－ブチルフェニル）エーテル、ビス（ｐ－ｂ－メチル－ｏ－ア
ミノフェニル）ベンゼン、ビス（ｐ－ｂ－メチル－ｏ－アミノペンチル）ベンゼン、１，
３－ジアミノ－４－イソプロピルベンゼン、ビス（４－アミノフェニル）エーテルおよび
１，３－ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキサンが挙げられる。これらの
アミン類の混合物も使用できる。
【００２８】
　スルホン基を含む式（７）のアミン化合物の例としては、これに限定されないが、ジア
ミノジフェニルスルホン（ＤＤＳ）およびビス（アミノフェノキシフェニル）スルホン（
ＢＡＰＳ）が挙げられる。これらのアミン類の任意のものを含む組み合わせも使用できる
。
【００２９】
　ある実施形態では、前記ポリエーテルイミドは、式（１）の構造単位である。式（１）
において、Ｒはそれぞれ独立に、ｐ－フェニレン、ｍ－フェニレンまたはこれらのものを
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少なくとも１つ含む混合物であり；Ｔは、式－Ｏ－Ｚ－Ｏ－の基であって、この基の二価
結合は３，３’位置にあり、Ｚは式（８）の二価基である。
【化７】

【００３０】
　前記ポリエーテルイミドとポリエーテルイミドスルホンの質量平均分子量（Ｍｗ）は５
，０００～８０，０００ダルトンである。質量平均分子量は、ポリスチレン標準を用いた
ゲル透過クロマトグラフィによって測定できる。代表的なポリエーテルイミドは、Ｓａｂ
ｉｃ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｖｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ社（Ｐｉｔｔｓｆｉｅｌｄ，Ｍａｓｓ
ａｃｈｕｓｅｔｔｓ）社からＵＬＴＥＭ（登録商標）の商標で販売されているが、この中
には、これに限定されないが、ＵＬＴＥＭ（登録商標）１０００樹脂（数平均分子量（Ｍ
ｎ）２１，０００ｇ／モル、Ｍｗ５４，０００ｇ／モル、分散度２．５）、ＵＬＴＥＭ（
登録商標）１０１０樹脂（Ｍｎ１９，０００ｇ／モル、Ｍｗ４７，０００ｇ／モル、分散
度２．５）およびＵＬＴＥＭ（登録商標）９０１１樹脂（Ｍｎ１９，０００ｇ／モル、Ｍ
ｗ４７，０００ｇ／モル、分散度２．５）が含まれる。
【００３１】
　前記ポリイミド繊維は最長で５～７５ｍｍに、特定的には６～６０ｍｍに、より特定的
には７～５０ｍｍに、さらにより特定的には１０～４０ｍｍにできる。また、不連続の強
化繊維は５～１２５μｍに、特定的には１０～１００μｍにできる。
【００３２】
　前記高分子バインダー繊維によって、前記デュアルポリマーマトリックスには、別のポ
リマーが提供される。該高分子バインダーは前記多孔質マットの形成中に溶融するため、
融点がポリエーテルイミドのそれより低くなるように選択される。例えば、高分子バイン
ダーの融点は、ポリイミドのそれより少なくとも１０℃低いものにでき、特定的には少な
くとも２０℃低いものにでき、さらにより特定的には少なくとも２０℃低いものにできる
。該高分子バインダーはさらに、ポリイミドおよび強化繊維と適合するように選択される
。高分子バインダーはさらに、前記デュアルマトリックス複合材の発熱量、光学煙密度お
よびまたは燃焼生成物毒性に著しく寄与しないように選択されることが好ましい。これら
の基準を満たせる可能性のある高分子バインダーとしては、熱可塑性ポリオレフィン配合
物、ポリビニルポリマー、ブタジエンポリマー、アクリルポリマー、シリコーンポリマー
、ポリアミド、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリエステルカーボネート、ポリスチ
レン、ポリスルホン、ポリアリールスルホン、ポリフェニレンエーテル、ポリフェニレン
－スルフィド、ポリエーテル、ポリエーテルケトンおよびポリエーテルスルホン、あるい
はこれらの組み合わせが挙げられる。ある実施形態では、該高分子バインダーは、ポリシ
ロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマー、ポリエステル、ポリエステル－ポリエ
ーテルイミド配合物、これらのいずれかの複合繊維、あるいはこれらの組み合わせである
。
【００３３】
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、シロキサン単位と、芳
香族カーボネート単位を含み得るアリレートエステル単位と、を含む。
【００３４】
　前記シロキサン単位はポリシロキサンブロック中のコポリマー中に存在し、式（１０）
のようなシロキサン繰り返し単位を含む。



(13) JP 2014-503694 A 2014.2.13

10

20

30

40

50

【化８】

式中、Ｒはそれぞれ独立に、同じかまたは異なるＣ１－１３一価有機基である。例えば、
Ｒは、Ｃ１－Ｃ１３アルキル、Ｃ１－Ｃ１３アルコキシ、Ｃ２－Ｃ１３アルケニル基、Ｃ

２－Ｃ１３アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６シクロアルコキシ
、Ｃ６－Ｃ１４アリール、Ｃ６－Ｃ１０アリールオキシ、Ｃ７－Ｃ１３アリールアルキル
、Ｃ７－Ｃ１３アルアルコキシ、Ｃ７－Ｃ１３アルキルアリールあるいはＣ７－Ｃ１３ア
ルキルアリールオキシであり得る。これらの基は、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素またはこ
れらの組み合わせで、完全にあるいは部分的にハロゲン化され得る。透明なポリシロキサ
ン－ポリカーボネートが望ましいある実施形態では、Ｒはハロゲンで置換されていない。
これらのＲ基の組み合わせも同じコポリマーに使用できる。
【００３５】
　式（１０）のＥの値は、考察するように、組成物中の各成分のタイプと相対量、および
該組成物の所望の特性に応じて変わり得る。一般に、Ｅの平均値は５～５０であり、特定
的には５～約４０であり、より特定的には１０～３０である。ある実施形態では、前記ポ
リシロキサンブロックは式（１１）または式（１２）である。

【化９】

【化１０】

式中、Ｅは上記に定義した通りであり、Ｒはそれぞれ同じであっても違っていてもよく、
上記で定義した通りである。Ａｒは同じであっても違っていてもよく、骨格が芳香族部分
に直接結合した置換または未置換Ｃ６－Ｃ３０アリーレン基である。式（１１）のＡｒ基
は、下式（１４）のＣ６－Ｃ３０ジヒドロキシアリーレン化合物から誘導でき、例えば、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）オクタン、１，１
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
ｎ－ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－１－メチルフェニル）プロパン、１，１－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、ビス（４－ヒドロキシフェニルスルフ
ィド）および１，１－ビス（４－ヒドロキシ－ｔ－ブチルフェニル）プロパンであり得る
。これらの化合物の少なくとも１つを含む組み合わせも使用できる。Ｒ５はそれぞれ独立
にＣ１－Ｃ３０二価有機基であり、例えばＣ２－Ｃ８二価脂肪族基である。
【００３６】
　特定の実施形態では、前記ポリシロキサンブロックは式（１３）である。
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【化１１】

式中、ＲとＥは上に定義された通りであり；Ｒ６はＣ２－Ｃ８二価脂肪族基であり；Ｍは
それぞれ同じであっても違っていてもよく、ハロゲン、シアノ、ニトロ、Ｃ１－Ｃ８アル
キルチオ、Ｃ１－Ｃ８アルキル、Ｃ１－Ｃ８アルコキシ、Ｃ２－Ｃ８アルケニル、Ｃ２－
Ｃ８アルケニルオキシ基、Ｃ３－Ｃ８シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ８シクロアルコキシ、Ｃ

６－Ｃ１０アリール、Ｃ６－Ｃ１０アリールオキシ、Ｃ７－Ｃ１２アラルキル、Ｃ７－Ｃ

１２アルアルコキシ、Ｃ７－Ｃ１２アルキルアリールまたはＣ７－Ｃ１２アルキルアリー
ルオキシであり得、ｎはそれぞれ独立に０、１、２、３、または４である。ある実施形態
では、Ｍは、臭素または塩素、メチル、エチルまたはプロピルなどのアルキル基、メトキ
シ、エトキシまたはプロポキシなどのアルコキシ基、あるいは、フェニル、クロロフェニ
ルまたはトリルなどのアリール基であり；Ｒ２は、ジメチレン基、トリメチレン基または
テトラメチレン基であり；Ｒは、Ｃ１－８アルキル、トリフルオロプロピルなどのハロア
ルキル、シアノアルキル、あるいは、フェニル、クロロフェニルまたはトリルなどのアリ
ールである。別の実施形態では、Ｒは、メチル、メチルとトリフルオロプロピルの組み合
わせ、またはメチルとフェニルの組み合わせである。さらに別の実施形態では、Ｍはメト
キシであり、ｎは１であり、Ｒ２はＣ１－Ｃ３二価脂肪族基であり、Ｒはメチルである。
【００３７】
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、ポリエステルブロック
、特に、選択的にカーボネート単位を含むポリアリレートエステルブロックを含む。該ポ
リアリレートエステルブロックのアリレートエステル単位は、１当量のイソフタル酸誘導
体およびまたはテレフタル酸誘導体の一均等物と、式ＨＯ－Ｒ１－ＯＨ、特に、式（１４
）または式（１５）の芳香族ジヒドロキシ化合物との反応生成物から誘導され得る。

【化１２】

【化１３】

【００３８】
　式（１４）において、ＲａおよびＲｂはそれぞれ独立に、ハロゲン原子または一価炭化
水素基であり；ｐとｑはそれぞれ独立に０～４の整数であり；Ｘａは、２つのヒドロキシ
置換芳香族基を結合する架橋基であり、各Ｃ６アリーレン基の該架橋基とヒドロキシ置換
基は、Ｃ６アリーレン基上で互いにオルト、メタまたはパラ（特定的にはパラ）に配置さ
れている。ある実施形態では、該架橋基Ｘａは、－Ｃ（Ｒｃ）（Ｒｄ）－または－Ｃ（＝
Ｒｅ）（式中、ＲｃおよびＲｄはそれぞれ独立に、水素原子または一価の直鎖または環式
炭化水素基、Ｒｅは二価炭化水素基）、単結合、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｓ（Ｏ）－、－Ｓ（
Ｏ）２－、－Ｃ（Ｏ）－またはＣ１－１８有機基である。前記Ｃ１－１８有機架橋基は、
環式または非環式であり、芳香族または非芳香族であり、ハロゲンなどのヘテロ原子、酸
素、窒素、硫黄、シリコンまたはリンをさらに含み得る。前記Ｃ１－１８有機基は、これ
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に結合するＣ６アリーレン基が互いに共通のアルキリデン炭素かまたはＣ１－１８有機架
橋基の異なる炭素に結合されるように配置され得る。一実施形態では、ｐとｑはそれぞれ
１であり、ＲａおよびＲｂはそれぞれＣ１－３アルキル基であり、特定的には、各アルキ
レン基上のヒドロキシ基に対してメタに配置されたメチルである。別の実施形態では、Ｘ
ａは、Ｃ１－１８アルキレン基、Ｃ３－１８シクロアルキレン基、縮合Ｃ６－１８シクロ
アルキレン基、あるいは式－Ｂ１－Ｗ－Ｂ２－基（式中、Ｂ１とＢ２は同じであっても違
っていてもよいＣ１－６アルキレン基、ＷはＣ３－１２シクロアルキリデン基またはＣ６

－１６アリーレン基）である。
【００３９】
　式（１５）中、Ｒｈはそれぞれ独立に、ハロゲン原子、Ｃ１－１０アルキル基などのＣ

１－１０ヒドロカルビル、ハロゲン置換されたＣ１－１０アルキル基、Ｃ６－１０アリー
ル基またはハロゲン置換されたＣ６－１０アリール基であり、ｎは０～４である。通常、
該ハロゲンは臭素である。
【００４０】
　特定の芳香族ジヒドロキシ化合物の例としては以下のものが挙げられる。４，４’－ジ
ヒドロキシビフェニール、１，６－ジオキシナフタレン、２，６－ジオキシナフタレン、
ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメ
タン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－ナフチルメタン、１，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）エタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタ
ン、２－（４－ヒドロキシフェニル）－２－（３－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－ブロ
モフェニル）プロパン、１，１－ビス（ヒドロキシフェニル）シクロペンタン、１，１－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）イソブテン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロドデカン、トランス－
２，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－ブテン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）アダマンタン、α、α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）トルエン、ビス（
４－ヒドロキシフェニル）アセトニトリル、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（３－エチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、
２，２－ビス（３－ｎ－プロピル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（
３－イソプロピル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｓｅｃ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－シクロヘキシル－４－ヒドロキシフェニル
）プロパン、２，２－ビス（３－アリル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－
ビス（３－メトキシ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，１－ジクロロ－２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）エチレン、１，１－ジブロモ－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エ
チレン、１，１－ジクロロ－２，２－ビス（５－フェノキシ－４－ヒドロキシフェニル）
エチレン、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、３，３－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）－２－ブタノン、１，６－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１，６－ヘキサンジ
オン、エチレングリコールビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）エーテル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）スルホキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、９，９－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）フッ素、２，７－ジヒドロキシピレン、６，６’－ジヒド
ロキシ－３，３，３’，３’－テトラメチルスピロ（ビス）インダン（「スピロビインダ
ンビスフェノール」）、３，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フタルイミド、２，６
－ジヒドロキシジベンゾ－ｐ－ダイオキシン、２，６－ジヒドロキシチアントレン、２，
７－ジヒドロキシフェノキサチン、２，７－ジヒドロキシ－９，１０－ジメチルフェナジ
ン、３，６－ジヒドロキシジベンゾフラン、３，６－ジヒドロキシジベンゾチオフェンお
よび２，７－ジヒドロキシカルバゾール、レゾルシノール、５－メチルレゾルシノール、
５－エチルレゾルシノール、５－プロピルレゾルシノール、５－ブチルレゾルシノール、
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５－ｔ－ブチルレゾルシノール、５－フェニルレゾルシノール、５－クミルレゾルシノー
ル、２，４，５，６－テトラフルオロレゾルシノール、２，４，５，６－テトラブロモレ
ゾルシノールなどの置換レゾルシノール化合物；カテコール；ヒドロキノン；２－メチル
ヒドロキノン、２－エチルヒドロキノン、２－プロピルヒドロキノン、２－ブチルヒドロ
キノン、２－ｔ－ブチルヒドロキノン、２－フェニルヒドロキノン、２－クミルヒドロキ
ノン、２，３，５，６－テトラメチルヒドロキノン、２，３，５，６－テトラ－ｔ－ブチ
ルヒドロキノン、２，３，５，６－テトラフルオロヒドロキノン、２，３，５，６－テト
ラブロモヒドロキノンなど、あるいは、これらのジヒドロキシ化合物の少なくとも１つを
含む組み合わせである。
【００４１】
　式（１４）のビスフェノール化合物の特定の例としては、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）プロパン（以後、「ビスフェノールＡ」または「ＢＰＡ」）、
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）オクタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）ｎ－ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－２－メチルフェニル
）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－ｔ－ブチルフェニル）プロパン、３，３－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）フタルイミジン、２－フェニル－３，３－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）フタルイミジン（ＰＰＰＢＰ）および１，１－ビス（４－ヒドロキシ
－３－メチルフェニル）シクロヘキサン（ＤＭＢＰＣ）などが挙げられる。式（１５）の
化合物の特定の例には、５－メチルレゾルシノール、ヒドロキノンおよび２－メチルヒド
ロキノンが含まれる。これらのジヒドロキシ化合物の少なくとも１つを含む組み合わせも
使用できる。
【００４２】
　前記ポリアリレートエステルブロックは、式（１６）中に示されるような１００モル％
のアリレートエステル単位を含むことができる。
【化１４】

式中、Ｒｆおよびｕは式（１５）で定義したものであり、ｍは４以上である。ある実施形
態では、ｍは４～５０であり、特定的には５～３０であり、より特定的には５～２５であ
り、さらにより特定的には１０～２０である。また、ある実施形態では、ｍは１００以下
であり、特定的には９０以下であり、より特定的には７０以下であり、さらにより特定的
には５０以下である。ｍに対する低終了点の値および高終了点の値は独立に組み合わせ可
能であることは理解されるであろう。別の実施形態では、イソフタレートとテレフタレー
トのモル比は、約０．２５：１～約４．０：１であり得る。
【００４３】
　典型的なアリレートエステル単位は、イソフタレート－テレフタレート－レゾルシノー
ルエステル単位、イソフタレート－テレフタレート－ビスフェノールＡエステル単位また
はこれらの組み合わせなどの芳香族ポリエステル単位である。特定のアリレートエステル
単位には、ポリ（イソフタレート－テレフタレート－レゾルシノール）エステル、ポリ（
イソフタレート－テレフタレート－ビスフェノール－Ａ）エステル、ポリ［（イソフタレ
ート－テレフタレート－レゾルシノール）エステル－ｃｏ－（イソフタレート－テレフタ
レート－ビスフェノール－Ａ）］エステルまたはこれらの組み合わせが含まれる。ある実
施形態では、有用なアリレートエステル単位は、ポリ（イソフタレート－テレフタレート
－レゾルシノール）エステルである。ある実施形態では、該アリレートエステル単位は、
イソフタレート－テレフタレート－レゾルシノールエステル単位を、該ポリアリレート単
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位中のエステル単位の合計モル数に対して９５モル％以上、特定的には９９モル％以上、
より特定的には９９．５モル％以上含む。別の実施形態では、該アリレートエステル単位
は、例えばアルキル、アルコキシまたはアルキレン置換基などの非芳香族炭化水素含有置
換基で置換されていない。
【００４４】
　あるいは、該ポリアリレートエステルブロックは、アリレートエステル単位と、式（１
７）に示されるカーボネート単位とを含むポリエステルカーボネートブロックである。
【化１５】

式中、Ｒｆ、ｕおよびｍは式（１６）で定義したものであり、Ｒ１はそれぞれ独立に、式
ＨＯ－Ｒ１－ＯＨの芳香族ジヒドロキシ化合物、特に、式（１４）または式（１５）の芳
香族ジヒドロキシ化合物であり、ｎは１以上である。ある実施形態では、ｍは３～５０、
特定的には５～２５、より特定的には５～２０であり；ｎは５０以下、特定的には２５以
下、より特定的には２０以下である。ｎに対する終了点の値は独立に組み合わせ可能であ
ることは理解されるであろう。ある実施形態では、ｍは５～７５、特定的には５～３０、
より特定的には１０～２５であり、ｎは２０未満である。特定の実施形態では、ｍは５～
７５、ｎは３～５０であり、あるいは、ｍは１０～２５、ｎは５～２０である。ある実施
形態では、前記イソフタレート－テレフタレートエステル単位と前記ポリエステルカーボ
ネートブロック中のカーボネート単位とのモル比は、１００：０～５０：５０、特定的に
は９５：５～６０：４０、より特定的には９０：１０～７０：３０であり得る。
【００４５】
　特定の実施形態では、前記ポリエステルカーボネート単位は、式（１８）のビスフェノ
ールカーボネート単位（式（１４）のビスフェノールから誘導）と、およびまたは、式（
１９）のレゾルシノールカーボネート単位（式（１５）のレゾルシノールから誘導）とを
含む。

【化１６】

【化１７】

式中、ＲａおよびＲｂはそれぞれ独立にＣ１－８アルキルであり、ＲｃおよびＲｄは独立
に、Ｃ１－８アルキルまたはＣ１－８シクロアルキレンであり、ｐおよびｑは０～４であ
り、ｎｂは１以上であり；Ｒｆおよびｕは上記に記載した通りであり、ｎａは１以上であ
る。該ポリエステルカーボネート単位は、式（１８）のビスフェノールカーボネート単位
と式（１９）のレゾルシノールカーボネート単位とをモル比で０：１００～９９：１の範
囲で、特定的には２０：８０～８０：２０の範囲で含む。特定の実施形態では、該ポリエ
ステルカーボネートブロックは、レゾルシノール（すなわち１，３－ジヒドロキシベンゼ
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ン）または、レゾルシノールとビスフェノール－Ａとを含む組み合わせから誘導され、よ
り特定的には、該ポリエステルカーボネートブロックは、ポリ（イソフタレート－テレフ
タレート－レゾルシノールエステル）－ｃｏ－（レゾルシノールカーボネート）－ｃｏ－
（ビスフェノール－Ａカーボネート）である。
【００４６】
　ある実施形態では、前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーのポリ
エステルカーボネートブロックは、５０～１００モル％の、特定的には５８～９０モル％
のアリレートエステル単位と；０～５０モル％の芳香族カーボネート単位（例えば、レゾ
ルシノールカーボネート単位、ビスフェノールカーボネート単位および、脂肪族カーボネ
ート単位などの他のカーボネート単位）と；０～３０モル％の、特定的には５～２０モル
％のレゾルシノールカーボネート単位と；０～３５モル％の、特定的には５～３５モル％
のビスフェノールカーボネート単位と、で構成される。
【００４７】
　前記ポリエステルカーボネート単位のＭｗは２，０００～１００，０００ｇ／モル、特
定的には３，０００～７５，０００ｇ／モル、より特定的には４，０００～５０，０００
ｇ／モル、さらにより特定的には５，０００～３５，０００ｇ／モル、さらにより特定的
には１７，０００～３０，０００ｇ／モルであり得る。分子量は、架橋スチレン－ジビニ
ルベンゼンカラムを用い、サンプル濃度を１ｍｇ／ｍＬ、ポリカーボネート標準でキャリ
ブレーションするＧＰＣにより求められる。サンプルは、溶離剤としての塩化メチレンに
より、流量約１．０ｍｌ／分で溶離される。
【００４８】
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、例えば、溶液重合、界
面重合および溶融重合などの異なる方法による、式（１１）、式（１２）および式（１３
）の対応するジヒドロキシ化合物と、ジカルボン酸誘導体および式（１４）と式（１５）
のジヒドロキシ化合物との反応などの、当分野で既知の方法により製造できる。例えば、
該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、非混和性の有機相と水相と
を含む二相メディア中で、二酸誘導体と、二官能性ポリシロキサンポリマーと、ジヒドロ
キシ芳香族化合物と、必要に応じて、カルボニル源とを反応させるなどの界面重合で調製
できる。重合反応へのこれらの成分の添加順序やタイミングを変えて、ポリマー骨格にお
けるポリシロキサンブロックの配置が異なるポリシロキサン－ポリエステルカーボネート
コポリマーが得られる。ポリシロキサンは、ポリエステル単位中のエステル単位内、ポリ
カーボネート単位中のカーボネート単位内、またはその両方に配置され得る。反応材料の
特性、タイプおよび量は、例えば発熱速度、低煙、低毒性、ヘイズ、透明性、分子量、多
分散性、ガラス転移温度、衝撃特性、延性、メルトフローレートおよび耐候性などの特定
の所望の物性を有するポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーを得るよう
に、当業者によって選択され得る。
【００４９】
　ある実施形態では、シロキサン単位が、前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネー
トコポリマー組成物のポリマー骨格内の共有結合で結合したポリシロキサン単位で得られ
たとすると、該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、シロキサン単
位の合計モル％に対して、０．５～２０モル％の、特定的には１～１０モル％のシロキサ
ン単位と、アリレートエステル単位と、選択的にカーボネート単位と、を含み得る。該ポ
リシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、前記シロキサン単位が、該ポリ
シロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーのポリマー骨格内の共有結合で結合し
たポリシロキサン単位で得られたとすると、該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネー
トコポリマーの全質量に対して、０．２～１０質量％の、特定的には０．２～６質量％の
、より特定的には０．２～５質量％の、さらにより特定的には０．２５～２質量％のシロ
キサン単位を含む。別の実施形態では、該コポリマーは、０．２～１０質量％のシロキサ
ン単位と、５０～９９．８質量％のエステル単位と、０または０超～４９．８５質量％の
カーボネート単位とをさらに含むか、あるいは、０．３～３質量％のポリシロキサン単位
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と、６０～９６．７質量％のエステル単位と、３～４０質量％のカーボネート単位とをさ
らに含み、ここで、ポリシロキサン単位とエステル単位とカーボネート単位の合計質量％
は、該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマー組成物の全質量の１００質
量％である。
【００５０】
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーの固有粘度は、２５℃のク
ロロホルム中で測定して０．３～１．５ｄｌ／ｇであり、特定的には０．４５～１．０ｄ
Ｌ／ｇである。該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーの質量平均分子
量（Ｍｗ）は、架橋スチレン－ジビニルベンゼンカラムを用い、サンプル濃度を１ｍｇ／
ｍＬ、ポリカーボネート標準でキャリブレーションするゲル透過フロマトグラフィ（ＧＰ
Ｃ）で測定して、１０，０００～１００，０００ｇ／モルである。
【００５１】
　ある実施形態では、前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、メ
ルトボリュームフローレート（ＭＶＲ）（それは、所定の温度および荷重における熱可塑
性ポリマーのオリフィスからの押出速度を測定したもの）で表される流動特性を有する。
好適なポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーのＭＶＲは、ＡＳＴＭ　Ｄ
１２３８－０４に準拠し温度３００℃、荷重１．２ｋｇで測定して、０．５～８０ｃｃ／
１０分であり得る。特定の実施形態では、典型的なポリカーボネートのＭＶＲは、ＡＳＴ
Ｍ　Ｄ１２３８－０４に準拠し温度３００℃、荷重１．２ｋｇで測定して、０．５～１０
０ｃｃ／１０分であり、特定的には１～７５ｃｃ／１０分であり、より特定的には１～５
０ｃｃ／１０分である。異なる流動特性を有するポリカーボネートを組み合わせて使用し
、全体で所望の流動特性を実現できる。該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコ
ポリマーのＴｇは１６５℃より低く、特定的には１６０℃より低く、より特定的には１５
５℃より低くできる。ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーの、前記ポ
リカーボネート単位に対するＴｇは１１５℃以上、特定的には１２０℃以上とすることが
できる。ある実施形態では、該ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーの
メルトボリュームレート（ＭＶＲ）は、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８－０４に準拠し、温度３０
０℃、荷重１．２ｋｇで測定して１～３０ｃｃ／１０分、特定的には１～２０ｃｃ／１０
分であり、Ｔｇは１２０～１６０℃、特定的には１２５～１５５℃、より特定的には１３
０～１５０℃である。
【００５２】
　さらに、ある実施形態では、前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマ
ー組成物の２分間総発熱速度は、米国連邦航空規則ＦＡＲ２５．８５３（ｄ）に準拠し、
ＦＡＲ２５．４の方法を用いて測定して、６５ｋＷ－分／ｍ２以下であり、最大発熱速度
は６５ｋＷ／ｍ２未満である。ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは
、ＳＡＢＩＣ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｖｅ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ社（Ｐｉｔｔｓｆｉｅｌｄ，Ｍ
Ａ）から市販されている。
【００５３】
　前記ポリイミドおよびまたはバインダー高分子は、繊維に形成される前に、添加剤が繊
維の所望特性に著しく悪影響を及ぼさないように選択されることを条件として、この種の
ポリマー組成物に通常組み込まれる種々の添加剤で処方される。典型的な添加剤としては
、充填材、触媒（例えば、耐衝撃性改良剤と該ポリエステル間の反応促進用のもの）、酸
化防止剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線（ＵＶ）吸収剤、消光剤、可塑剤、潤滑剤、離型
剤、帯電防止剤、染料、顔料および光効果添加剤などの視覚効果剤、難燃剤、防滴剤およ
び放射線安定剤が挙げられる。添加剤の組み合わせも使用できる。これらの添加剤（任意
の充填材は除く）の量は一般に、該組成物の全質量に対して０．００５～２０質量％であ
り、特定的には０．０１～１０質量％である。
【００５４】
　特定の実施形態では、ある種の難燃剤、特に、リン、臭素およびまたは塩素を含む難燃
剤は該組成物には含まれない。例えば有機ホスフェートなどの、非臭素化および非塩素化
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リン含有難燃剤は、規制上の理由から、ある種の用途では望ましいものであり得る。別の
特定の実施形態では、例えば、パーフルオロブタンスルホン酸カリウム（リマー（Ｒｉｍ
ａｒ）塩）、パーフルオロオクタンスルホン酸カリウム、パーフルオロヘキサンスルホン
酸テトラエチルアンモニウムおよびジフェニルスルホンスルホン酸カリウムなどのＣ１－

１６アルキルスルホン酸塩；および例えば、アルカリ金属またはアルカリ土類金属（例え
ばリチウム、ナトリウム、カリウム、マグネシウム、カルシウムおよびバリウム塩）と、
例えば、Ｎａ２ＣＯ３、Ｋ２ＣＯ３、ＭｇＣＯ３、ＣａＣＯ３およびＢａＣＯ３などのカ
ルボン酸のアルカリ金属およびアルカリ土類金属塩、あるいは、Ｌｉ３ＡｌＦ６、ＢａＳ
ｉＦ６、ＫＢＦ４、Ｋ３ＡｌＦ６、ＫＡｌＦ４、Ｋ２ＳｉＦ６およびまたはＮａ３ＡｌＦ

６などのフッ素アニオン錯体などの、例えばオキソアニオンなどの無機酸錯塩と、の反応
で形成される塩、などの塩などの無機難燃剤は、該組成物には含まれない。
【００５５】
　前記ポリイミドと高分子バインダーは、当分野で既知の方法で繊維に形成される。これ
らの繊維は強化繊維と組み合わせられて、マットなどの多孔質物品の製造用組成物が得ら
れる。加熱および加圧下で該多孔質物品を圧密化することにより、その後熱成形されて、
例えば航空機内装用パネルの製造に有用な物品が提供され得るデュアルマトリックス複合
材が得られる。
【００５６】
　特に、マットなどの多孔質の圧縮可能な物品の製造用組成物は、複数の強化繊維と、複
数のポリイミド繊維と、複数の高分子バインダー繊維と、を含み、該高分子バインダー繊
維の融点はポリイミド繊維のそれより低い。該組成物を熱処理して高分子バインダー繊維
を選択的に溶融・流動させることにより、冷却時に高分子バインダーにより、隣接する繊
維が互いに接着し、該高分子バインダーの溶融繊維を用いて互いに結合した、不連続でラ
ンダムに配向した強化繊維とポリイミド繊維の網状組織を含むマットが作られる。その後
、該多孔質マットを加圧下で熱処理してポリイミド繊維を溶融・流動させることにより、
冷却時に該熱可塑性組成物により隣接する繊維が互いに接着する。このように、強化繊維
とデュアルポリマーマトリックス（高分子バインダーとポリイミド）が相互に接続した網
状組織が形成される。このように調製された網状組織は、構造全体に亘って高いロフトと
均一性を有する。
【００５７】
　従って、多孔質マットの形成方法は、複数の強化繊維と、複数のポリイミド繊維と、複
数の高分子バインダー繊維と、の組み合わせの懸濁を含む層を、例えば水性溶媒などの液
中に形成するステップと、前記懸濁から前記液を少なくとも部分的に除去して織物を形成
するステップと、前記織物から残留する水性溶媒をすべて除去し、前記ポリイミドは溶融
させずに前記高分子バインダー繊維を溶融させるに十分な条件下で前記織物を加熱するス
テップと、前記加熱した織物を冷却して多孔質マットを形成するステップと、を備え、前
記多孔質マットは、前記高分子バインダーのマトリックス中に、前記強化繊維と前記ポリ
イミド繊維との網状組織を含む。
【００５８】
　前記強化繊維、ポリイミド繊維および高分子バインダー繊維は液メディア中で混合され
て懸濁を形成するが、ここで、これらの繊維は、該メディア全体に亘って実質的に均一に
懸濁・分布している。ある実施形態では、これらの繊維を水性メディア中に導入して混合
し、スラリー、分散液、泡またはエマルジョンであり得る懸濁を得る。これらの繊維が水
性メディア中で実質的に均一に分散するように混合し、攪拌することによって、これらの
成分の分散を確立し維持できる。該懸濁に、分散剤、緩衝剤、抗凝固剤、界面活性剤など
、およびこれらの組み合わせなどの添加剤をさらに含有させて、該懸濁の流動性、分散性
、接着性あるいは他の特性を調整または改良できる。具体的には、該懸濁は、これらの繊
維、水および界面活性剤を含む泡状懸濁であり得る。該懸濁の固形分質量％は１～９９質
量％であり得、特定的には２～５０質量％であり得る。添加剤の量は、発泡、懸濁、流動
などの所望の特性付与に効果的な量とすることができる。
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【００５９】
　該懸濁は、バッチモードで調製されて直接使用されるかまたは後の使用のために保管で
き、あるいは連続製造方式で形成されるが、この場合には、成分をそれぞれ一度に混合し
て懸濁を形成し、この懸濁をすぐに使用する。
【００６０】
　マットなどの多孔質物品を形成するために、該懸濁をスラリーとして多孔質表面、例え
ばワイヤーメッシュに塗布して、小さすぎるために多孔質表面上に残存できない液と懸濁
成分とを、重力または減圧により多孔質表面を通して除去し、多孔質表面上に繊維分散物
を含む層を残す。典型的な実施形態では、該多孔質表面は、細孔と適切な寸法とを有する
コンベヤベルトであり、該分散メディアの塗布と液の除去後に、幅２ｍ×連続長さを有す
る繊維状マットが得られる。該分散メディアは、ヘッドボックスから分配されて多孔質表
面に接触でき、これによって、実質的に均一の幅と厚みを有する分散メディアのコーティ
ングが多孔質表面に塗布される。典型的には、分散メディアが塗布される側と反対側の多
孔質表面を減圧して、残存する液およびまたは小粒子を多孔質表面を通して吸引し、実質
的に乾燥した形態の織物を得る。ある実施形態では、加熱空気を該層マットを通過させる
ことによりこの層を乾燥させて水分を除去する。
【００６１】
　過剰な分散メディアおよびまたは水分を除去後に、繊維を含む非結合織物を熱処理して
、例えばマットなどの多孔質物品を形成する。ある実施形態では、該織物は、炉内で加熱
空気を通過させることにより加熱される。このように、織物は、空気の流動下、例えば１
００℃以上の温度の加熱空気で乾燥される。加熱温度は、前記高分子バインダーを実質的
に軟化・溶融させるがポリイミドは軟化・溶融させないように、例えば１３０℃～１７０
℃の温度に選択される。ある実施形態では、該加熱は、１３０℃～１５０℃の温度のオー
ブン内で加熱するステップと、次に、１５０℃～１７０℃の温度で赤外線加熱するステッ
プと、を備える。該織物の加熱中に、高分子バインダーが溶融・流動して、２つ以上の強
化繊維とポリイミド繊維間に共通の接触（例えばブリッジ）を形成し、また、非流動状態
までの冷却時に、これらの繊維との接着的結合を形成し、これによって前記多孔質物品が
形成される。
【００６２】
　該多孔質物品は、前記複数の強化繊維と複数のポリイミド繊維との網状組織と、前記網
状組織上に堆積された、溶融および冷却された高分子バインダーを含むマトリックスと、
を含み、前記高分子バインダーの融点は、前記ポリイミド繊維のそれより低い。該多孔質
物品の単位面積当たりの質量は９０～５００ｇ／ｍ２にできる。あるいは、またはさらに
、該多孔質物品の空隙率は約０体積％超に、特定的には約５体積％～約９５体積％に、よ
り特定的には約２０体積％～約８０体積％である。
【００６３】
　デュアルマトリックス複合材は、前記ポリイミド繊維を溶融させて前記網状組織を圧密
化するに十分な条件下で、キャリア層上に堆積された多孔質物品の少なくとも１つを加熱
・圧縮し；加圧下で、前記加熱・圧縮された物品とキャリヤ層とを冷却して、複数の強化
繊維を含む網状組織と、溶融および冷却されたポリイミド繊維と溶融および冷却された高
分子バインダーとを含むマトリックスと、を含むデュアルマトリックス複合材が前記多孔
質物品から形成され、ここで、前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミド繊維のもの
より低い。
【００６４】
　加熱は、ポリイミドを効果的に軟化させる温度、例えば３００～３８５℃の温度、特定
的には３３０～３６５℃の温度と、５～２５バール（ｂａｒ）の圧力下、特定的には８～
１５バールの圧力下で行われる。該多孔質物品の加熱中にポリイミドは軟化し、これが流
動して、２つ以上の強化繊維間に共通の接触（例えばブリッジ）を形成し得、また、非流
動状態までの冷却時に、これらの繊維との接着的結合を形成し、これによってデュアルマ
トリックス複合材が形成される。熱処理と圧縮は、例えば、カレンダロール、二重ベルト
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ラミネーター、位置合わせプレス、多段プレス、オートクレーブおよびシートの積層や圧
密化に使用されるものなどの他の装置を使用する種々の方法で行うことができ、これによ
って、ポリイミドが流動・湿潤できる。圧密化装置内の圧密化部品間の間隙は、未圧密化
織物の寸法より小さく、十分に圧密化された織物の寸法より大きなものに設定されてもよ
く、これによって、織物はローラ通過後に膨張し、実質的に浸透性を維持できる。ある実
施形態では、該間隙は、十分に圧密化された織物の寸法より約５％～約１０％大きな寸法
に設定される。また、該間隙は、後で再ロフトされて特別の物品または材料に形成される
十分に圧密化された織物が得られるように設定されてもよい。十分に圧密化された織物と
は、十分に圧縮されて実質的に空洞のない織物を意味する。十分に圧密化された織物では
、空洞含有率が約５％未満であり、連続気泡構造は無視できるであろう。
【００６５】
　ある実施形態では、前記物品はマットである。２枚以上のマット、特定的には２～８枚
のマットを重ねて、圧縮しながら熱処理できる。
【００６６】
　有利な特徴では、前記デュアルマトリックス複合材の最小ロフト度は３°以上である。
別の有利な特徴では、該デュアルマトリックス複合材のロフトは、該複合材全体に亘って
１σ以内である。あるいは、またはさらに、該デュアルマトリックス複合材のロフトは、
該複合材全体に亘って３０％以内である。ロフトは、該デュアルマトリックス複合材シー
トが、圧力されずに、ポリエーテルイミドの融点より高温に再加熱された直後に起こす膨
張を、十分に圧密化されたシートの厚みと比較したものと理解される。それは、圧密中に
生じたガラス繊維の摩耗の程度を示し、それによって、機械的強度と成形性の目安が得ら
れる。該デュアルマトリックス複合材の製造所要時間は、数時間から数分へと、大きく短
縮化される。
【００６７】
　一般に、該デュアルマトリックス複合材の空隙率は約１０体積％未満であり、あるいは
、前記多孔質物品の空隙率の約４体積％未満であり、特定的には約３体積％未満であり、
さらにより特定的には約２体積％未満である。
【００６８】
　特定の実施形態では、デュアルマトリックス複合材は、金属繊維、金属化無機繊維、金
属化合成繊維、ガラス繊維、グラファイト繊維、炭素繊維、セラミック繊維、鉱物繊維、
玄武岩繊維、融点が前記ポリイミドのそれより少なくとも１５０℃高いポリマー繊維およ
びこれらの組み合わせから選択された複数の強化繊維を含む網状組織と、（ａ）溶融およ
び冷却されたポリイミド繊維と（ｂ）溶融および冷却された高分子バインダー繊維とを含
むマトリックスと、を含み、前記高分子バインダーの融点はポリイミドのそれより低く、
前記デュアルマトリックス複合材の最小ロフト度は３°以上であり、前記デュアルマトリ
ックス複合材のロフトは、該複合材全体に亘って３０％以内である。ある実施形態では、
該デュアルマトリックス複合材は、パーフルオロアルキルスルホン酸塩、フルオロポリマ
ーカプセル化ビニル芳香族コポリマー、ジフェニルスルホン－３－スルホン酸カリウム、
トリクロロベンゼンスルホン酸ナトリウム、あるいはこれらの難燃剤の少なくとも１つを
含む組み合わせは含まない。
【００６９】
　熱可塑性材料、織布および不織布などを前記デュアルマトリックス複合材に積層して、
２層以上の構造体を選択的に形成できる。該積層は、例えばスクリム層などの、材料の１
つまたは複数の選択的なトップ層と、およびまたは材料の１つまたは複数のボトム層とを
、デュアルマトリックス複合材と同時にニップローラに供給することで実現される。その
中を循環する水で冷却されるニップローラによって、加圧中の、従って該複合材を形成中
の加熱構造物の温度が制御される。該繊維マットおよびまたは追加層の圧縮用ローラ圧を
調整して、該構造物の最終特性を最大化できる。このように、接着層、バリア層、スクリ
ム層、補強層など、またはこれらの層の少なくとも１つを含む組み合わせなどの層をコア
材料に適用できる。これらの層は、連続シート、フィルム、織布、不織布など、あるいは
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これらを少なくとも１つ含む組み合わせであり得る。これらの層に有用な材料としては、
ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ（エチレン－プロピレン）、ポリブチレン、接着性
改良ポリエチレンなどのポリオレフィン類；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレン
テレフタレート、ＰＣＴＧ、ＰＥＴＧ、ＰＣＣＤなどのポリエステル類；ナイロン６およ
びナイロン６，６などのポリアミド類；ｐＭＤＩ系ポリウレタンなどのポリウレタン類；
など、あるいはこれらのものの少なくとも１つを含む組み合わせが挙げられる。
【００７０】
　前記デュアルマトリックス複合材またはそれから調製される層構造体は、ロール化され
、折り畳まれ、あるいはシートに形成される。該複合材を中間形態に切断あるいはロール
化することもできる。切断されたデュアルマトリックス複合材およびまたは層構造体を成
形し膨張させて、さらなる物品の製造に使用される所望の形状の物品を形成する。前記中
間のロール化された、折り畳まれた、あるいはシート化されたデュアルマトリックス複合
材または層構造体を、さらなる物品の製造のための製造プロセスにおける使用に適切な形
状、寸法及び構造を有する物品にさらに成形できる。
【００７１】
　該デュアルマトリックス複合材を用いる任意の適切な物品形成方法（例えば、熱成形、
異型押出、ブロー成形、射出成形など）が考慮されるが、特別の実施形態では、該デュア
ルマトリックス複合材は、熱成形によって物品に形成されることが好都合であり、それに
よって、該物品の全体の製造コストが低減され得る。「熱成形」は、金型上の材料の遂次
的または連続的な加熱と成形とを含んでおり、該材料は、最初はフィルム、シート、層な
どの形態であり、その後所望の形状に形成されるものであることは、広く知られている。
所望の形状が得られた後、該形成された物品（例えば、パネルなどの航空機内装部品）は
、その融点またはガラス転移温度以下に冷却される。典型的な熱成形方法としては、これ
に限定されないが、機械的な成形（例えばマッチドツール成形）、メンブレンアシスト圧
力／真空成形、プラグアシストを備えたメンブレンアシスト圧力／真空成形などが挙げら
れる。外観的にも機能的にも有用な部品の成形を可能とするためには、延伸比が大きけれ
ば大きいほど、ロフト度を大きくする必要があることは注目される。
【００７２】
　特別に有利な特徴では、該デュアルマトリックス複合材と該複合材から形成された物品
は、
航空運輸業界で現在要求される一定の難燃特性を満たす。ある実施形態では、該デュアル
マトリックス複合材およびこの複合材を含む物品（熱成形シートおよび航空機内装部品、
および本明細書で開示する他の物品を含む）は、下記の望ましい特性の少なくとも１つを
有し得る：（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発熱量が
６５ｋＷ／ｍ２未満；（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２
分間合計発熱量が６５ｋＷ×分／ｍ２以下；（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡ
Ｒ２５．８５３）に基づき、４分間で測定したＮＢＳ（Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｂｏａｒｄ　
Ｓｔａｎｄａｒｄｓ）光学煙密度が２００未満。ある実施形態では、これらの３つの特性
すべてが満たされる。
【００７３】
　特定の実施形態では、ある物品は、金属繊維、金属化無機繊維、金属化合成繊維、ガラ
ス繊維、グラファイト繊維、炭素繊維、セラミック繊維、鉱物繊維、玄武岩繊維、融点が
前記ポリイミドのそれより少なくとも１５０℃高いポリマー繊維およびこれらの組み合わ
せから選択された複数の強化繊維を含む網状組織と、（ａ）溶融および冷却されたポリイ
ミド繊維と（ｂ）溶融および冷却された高分子バインダー繊維とを含むマトリックスと、
を含むデュアルマトリックス複合材であって、前記高分子バインダーの融点は前記ポリイ
ミドのそれより低く、前記デュアルマトリックス複合材の最小ロフト度は３°以上であり
、前記デュアルマトリックス複合材のロフトは、該複合材全体に亘って３０％以内であり
、前記複合材は、（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発
熱までの時間（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２分間合計
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発熱量および（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に準拠し４分
間で測定して、ＮＢＳ光学煙密度が２００未満であることを特徴とする複合材を含む。
【００７４】
　別の実施形態では、前記燃焼生成物は非毒性、すなわち、前記デュアルマトリックス複
合材とそれから形成される物品は、エアバス試験仕様書ＡＴＳ１０００．０００１および
ＡＢＤ００３１、およびボーイング標準仕様ＢＳＳ７２３９に記載される毒性要件をパス
する毒性放出レベルである。ある実施形態では、該デュアルマトリックス複合材は、Ｄｒ
ａｅｇｅｒチューブ毒性試験（エアバスＡＢＤ００３１、ボーイングＢＳＳ７２３９）に
準拠した毒性ガス放出量が１００ｐｐｍ以下である。別の実施形態では、該デュアルマト
リックス複合材は、Ｄｒａｅｇｅｒチューブを使用して測定して、燃焼条件では、シアン
化水素（ＨＣＮ）が１５０ｐｐｍ未満、一酸化炭素（ＣＯ）が３，５００ｐｐｍ未満、窒
素酸化物（ＮＯおよびＮＯ２）が１００ｐｐｍ未満、二酸化硫黄（ＳＯ２）が１００ｐｐ
ｍ、塩化水素（ＨＣｌ）が１５０ｐｐｍ未満であり；非燃焼条件では、シアン化水素（Ｈ
ＣＮ）が１５０ｐｐｍ未満、一酸化炭素（ＣＯ）が３，５００ｐｐｍ未満、窒素酸化物（
ＮＯおよびＮＯ２）が１００ｐｐｍ未満、二酸化硫黄（ＳＯ２）が１００ｐｐｍ、塩化水
素（ＨＣｌ）が１５０ｐｐｍ未満である。
【００７５】
　該デュアルマトリックス複合材はさらに、良好な機械的特性を有し得る。
【００７６】
　これに限定されないが、ヒートセット、テクスチャリング、エンボス、コロナ処理、火
炎処理、プラズマ処理および真空蒸着などの通常の硬化処理や表面改質処理をさらに上記
の物品に適用することにより、表面外観が変えられ、また物品にさらなる機能が付与でき
ることも、当業者であれば理解されるであろう。これに限定されないが、成形、インモー
ルド装飾、塗装炉でのベーキング、ラミネーションおよびハードコーティングなどのさら
なる製造作業も行い得る。
【００７７】
　これらのデュアルマトリックス複合材から調製される物品には、航空機、列車、自動車
、旅客船などの内装パネルの製造に使用されるものが含まれるが、これらの物品は、良好
な断熱性および遮音性が望まれる場合に有用である。酸素マスクコンパートメントカバー
を含む航空機部品などの射出成形部分；および、照明器具；照明装置；公共輸送機関のラ
イトカバー、クラッディング、シート；列車、地下鉄あるいはバスなどのクラッディング
またはシート；メータ筐体などの用途などの可塑性物質などの、デュアルマトリックス複
合材のシートから調製された熱成形物品および非熱成形物品などである。他の特定の用途
には、ブラインド（射出成形品または熱成形品）、エアダクト、荷物保管用コパートメン
トおよびコンパートメントドア、座席部品、ひじ掛け、トレーテーブル、酸素マスクコン
パートメント部品、エアダクト、窓トリム、および航空機、列車または船舶の内装に使用
されるパネルなどの他の部品が含まれる。
【００７８】
　以下の非限定的実施例によって本発明をさらに説明する。
実施例
【００７９】
　これらの実施例の目的は、（ａ）複数の強化繊維を含む繊維充填材成分と、（ｂ）複数
のポリイミド繊維を含む繊維状ポリイミド成分と、（ｃ）前記ポリイミド繊維の融点より
融点が低い複数の高分子バインダー繊維と、から成る熱成形可能なデュアルマトリックス
複合材の性能を評価することであった。一部の実施形態では、こうした複合材は、以下の
すべての要件を満たす。（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、
最大発熱量が６５ｋＷ／ｍ２未満（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測
定して、２分間合計発熱量が６５ｋＷ×分／ｍ２以下（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡ
Ｒ／ＪＡＲ２５．８５３）に基づき、４分間で測定したＮＢＳ光学煙密度が２００未満
【００８０】
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　この実施例では以下の材料を用いた。

＜ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定する２分間合計発熱量の決定手順＞
【００８１】
　ＦＡＲ２５．８５３（ｄ）およびＡｐｐｅｎｄｉｘ　Ｆ，ｓｅｃｔｉｏｎ　ＩＶ（ＦＡ
Ｒ　Ｆ２５．４）に記載の方法に準拠し、オハイオ州立大学（ＯＳＵ）発熱速度装置を使
用して、発熱試験を行った。最大発熱量はｋＷ／ｍ２で測定した。合計発熱量は、２分マ
ークでｋＷ－ｍｉｎ／ｍ２で測定した。この発熱量試験方法も、「航空機材料難燃性試験
ハンドブック」ＤＯＴ／ＦＡＡ／ＡＲ－００／１２の５章「キャビン材料に対する発熱量
試験」に記載されている。
＜ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に基づく、４分間でのＮＢＳ光
学煙密度の決定手順＞
【００８２】
　煙密度試験は、ＦＡＲ２５．８５３（ｄ）およびＡｐｐｅｎｄｉｘ　Ｆ，ｓｅｃｔｉｏ
ｎ　Ｖ（ＦＡＲ　Ｆ２５．５）に記載の方法に準拠して行うことができる。燃焼モード下
での煙密度を測定した。４．０分での煙密度を測定した。
＜Ｄｒａｅｇｅｒチューブ毒性試験手順＞
【００８３】
　ガスのＤｒａｇｅｒチューブ毒性試験は、エアバスＡＢＤ００３１（さらに、ボーイン
グＢＳＳ７２３８）に準拠して行うことができる。
＜熱成形可能なデュアルマトリックス複合材の形成手順＞
【００８４】
　該デュアルマトリックス複合材は以下の方法で製造した。前記強化繊維、ポリイミド繊
維および高分子バインダー繊維（例えばポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポ
リマー繊維）を水性スラリー中で混合して、該繊維混合物の水性懸濁を形成した。この水
性懸濁をワイヤーメッシュ上に堆積して層を形成し、該層から水を排出して織物を形成し
た。
【００８５】
　すべての残存する水を除去し前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマ
ー繊維を溶融させるに十分な条件下で、この織物を加熱して、前記強化繊維およびポリイ
ミド繊維表面上に堆積するマトリックスを形成し、これによって多孔質マットを形成した
。
【００８６】
　その後、該ポリイミドを溶融させ該多孔質マットを圧縮するに十分な条件下で、マット
を圧密化して前記熱成形可能なデュアルマトリックス複合材を形成し、加圧下で、前記強
化繊維表面上で溶融したポリイミドと空洞を圧縮と冷却によって除去し、低空隙率の最終
デュアルマトリックス複合材を得た。
＜熱成形可能なデュアルマトリックス複合材のロフト決定試験＞
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【００８７】
　以下の試験手順により、ロフト度を決定した。１．該シートの６インチ片をサンプリン
グ用に切断し、上記のように圧密化した。２．圧密化の安定した状態が達成された後、こ
の片の２－インチ（５０．８ｍｍ）幅サンプルを切断した。このサンプルにサンプル番号
を付けて厚みを測定した。３．続いて、このサンプルを４００℃のオーブンに５分間入れ
た。４．冷却後、このサンプルの厚みを再度測定して、各サンプルの加熱後の厚みと加熱
前のそれとの比をロフト度として記録した。
【００８８】
　該ロフト度は、実質的に該マトリックスの融点以上に再加熱時に、該デュアルマトリッ
クス複合材シートがどの程度空隙を膨張・発達させたかを測定したものである。理論に束
縛されるものではないが、該デュアルマトリックス複合材シートの膨張は、圧密化および
冷却中の強化繊維の曲がりと捕捉によるものと考えられる。シートが再加熱（例えば熱成
形中の）されるとともに、該強化繊維は、マトリックス樹脂の粘度が温度の上昇と共に低
下するのに伴ってまっすぐになり得る。加熱（ロフト）の間にシートが膨張する程度は、
該シートが以下に良好に熱成形され得るかを示すものである。圧密化中の圧力が高すぎる
かあるいは温度が低すぎると、補強繊維が過剰に破損し、膨張が小さくなり、機械的特性
も低下するであろう。ロフトは、デュアルマトリックス複合材のＦＳＴ特性に実質的に得
影響を与えるものではない。
＜デュアルマトリックス複合材の物品への熱成形手順＞
【００８９】
　前記デュアルマトリックス複合材シートを所望のサイズに切断し、熱成形機のクランプ
フレームに固定した。そこで、該シートはエミッタからの熱に暴露されて、適切な成形温
度、例えば約３６５℃になる。その後、例えば約１７５℃の温度の該ツールを高温のシー
トを囲むように閉じる。約１分後、冷却されて成形された部品は該ツールから取り出され
、その表面上に装飾表面フィルムを貼るように準備される。
【００９０】
　該成形部品を最終の所望寸法にトリミングして、装飾フィルム適用の準備をする。充填
、研磨および下塗りなどの付加的な表面処理は使用できるが、有利な特徴では、こうした
ものは必要ではない。その後、トリミングされた成形部品をツールの真空サイド（通常、
下半分）に戻す。装飾フィルムをクランプフレームに入れて、形成温度、例えば１４０℃
～１７０℃に加熱し、その温度で、トリミングされた部品を高温のフィルムに接触させ、
ツールの下半分を真空に引いて巻き込んだエアを除去することにより、フィルムをトリミ
ングされた部品の表面にあてがう。フィルムには十分な潜熱があるため、トリミングされ
た成形部品の形状に一致してその表面にしっかり接着される。冷却されると、該部品はい
つでも検査される状態になっている。
＜実施例１－２および比較実施例３－８＞
【００９１】
　上記の手順に従い、同じ質量％のガラス繊維、ポリイミド繊維およびポリシロキサン－
ポリエステルカーボネートコポリマー繊維を用いて、圧密化シートの形態のデュアルマト
リックス複合材を製造した。圧密中の圧力およびロフトを表１に示す。圧縮中の温度は３
６５℃に維持した。その後、このデュアルマトリックス複合材から熱成形物品を製造し、
上記のように、最大発熱量、合計発熱量および光学煙密度を決定するために試験した。
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【表１】

【００９２】
　表１の結果からわかるように、実施例１と２のデュアルマトリックス複合材の最小ロフ
ト度は３°以上であった。比較実施例３～８のデュアルマトリックス複合材のそれは３°
未満と決定されたが、これは、ロフトの要求基準を満たさない。
【００９３】
　さらに、該デュアルマトリックス複合材から熱成形物品を製造したが、これらは、下記
の特性のすべてを示した。（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して
、最大発熱量が６５ｋＷ／ｍ２未満；（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠し
て測定して、２分間合計発熱量が６５ｋＷ×分／ｍ２以下；（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２
（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に基づき、４分間で測定したＮＢＳ光学煙密度が２００
未満。成形性と機械的強度も求めたが、許容できることがわかった。
＜実施例９～１３＞
【００９４】
　これらの実施例の目的は、熱成形可能なデュアルマトリックス複合材のロフト特性の均
一性を評価することであった。ロフト決定のための上記の手順を行ったが、測定はボード
の数箇所の領域について行った。
【００９５】
　下記の点以外は、上記の手順に従ってデュアルマトリックス複合材を製造した。１．前
記シートを製造直後に、それから６インチ片を切り出した。２．各端および中心から３イ
ンチの所で、２－インチ幅サンプルを切断し、場所マークを付け、厚みを測定後、４００
℃のオーブンに５分間入れた。３．冷却後、このサンプルを再度測定して、各サンプルの
加熱後の厚みと加熱前のそれとの比を記録した。シートの幅全体に亘って同様な比が得ら
れるように加工条件を調整した。上記の手順に従って、デュアルマトリックス複合材のロ
フト特性について試験した。最小ロフト度が３°以上であり、また３°から１σ以内であ
れば、このデュアルマトリックス複合材は要求範囲内であるとした。
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【表２】

【００９６】
　実施例９～１３のデュアルマトリックス複合材のロフトを評価し、用いた条件下では、
最小ロフト度が３°以上であることが決定された。表示されたデュアルマトリックス複合
材から熱成形物品を製造したが、各物品とも下記の特性のすべてを示した。（１）ＦＡＲ
２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発熱量が６５ｋＷ／ｍ２未満；（
２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２分間合計発熱量が６５ｋ
Ｗ×分／ｍ２以下；（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に基づ
き、４分間で測定したＮＢＳ光学煙密度が２００未満。また、これらの実施例は、第三者
によって決定されたように、強度と剛性に対する機械的要件を満たしていた。
【００９７】
　参考文献はすべて、参照により本明細書に援用される。
【００９８】
　説明の目的で典型的な実施形態について記載したが、これらの記述は本発明の範囲を限
定するものであると考えられるべきでない。従って、当業者であれば、本発明の趣旨およ
び範囲から逸脱することなく、種々の変更、順応および代替案を考え得るであろう。
【手続補正書】
【提出日】平成25年5月29日(2013.5.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の強化繊維と、
　複数のポリイミド繊維と、
　複数の高分子バインダー繊維と、
の組み合わせを含み、
　前記高分子バインダー繊維の融点は前記ポリイミド繊維のそれより低いことを特徴とす
る多孔質の圧縮可能な物品製造用組成物。
【請求項２】
　さらに水性溶媒を含むことを特徴とする請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記強化繊維の平均繊維長は５～７５ｍｍであり、その平均繊維径は５～１２５μｍで
あり、前記ポリイミド繊維の平均繊維長は５～７５ｍｍであり、その平均繊維径は５～１
２５μｍであり、高分子バインダー繊維の平均繊維長は２ｍｍ～５ｍｍであり、その平均
繊維径は５～５０μｍであることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の組成物。
【請求項４】
　多孔質物品の形成方法であって、



(29) JP 2014-503694 A 2014.2.13

　請求項１乃至請求項３のうちのいずれかに記載の組成物の懸濁を含む層を液中に形成す
るステップと、
　前記懸濁から前記液を少なくとも部分的に除去して織物を形成するステップと、
　前記織物から残留する液をすべて除去し、前記ポリイミドは溶融させずに前記高分子バ
インダー繊維を溶融させるに十分な条件下で前記織物を加熱するステップと、
　前記加熱した織物を冷却して多孔質マットを形成するステップと、
を備え、
　前記多孔質物品は、前記高分子バインダーのマトリックス中に、前記強化繊維と前記ポ
リイミド繊維との網状組織を含むことを特徴とする方法。
【請求項５】
　複数の強化繊維と複数のポリイミド繊維から成る網状組織と、
　前記網状組織上に堆積された、溶融および冷却された高分子バインダー繊維を含むマト
リックスと、
を含み、
　前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミド繊維のそれより低いことを特徴とする多
孔質物品。
【請求項６】
　前記多孔質物品の単位面積当たりの質量は９０～５００ｇ／ｍ２であることを特徴とす
る請求項４または請求項５に記載の方法または多孔質物品。
【請求項７】
　デュアルマトリックス複合材の形成方法であって、
　前記ポリイミド繊維を溶融させて前記網状組織を圧密化するに十分な条件下で、キャリ
ヤ層上に堆積された請求項５または請求項６に記載の多孔質物品の少なくとも１つを加熱
・圧縮するステップと、
　加圧下で、前記加熱・圧縮された物品とキャリヤ層とを冷却して、複数の強化繊維を含
む網状組織と、溶融および冷却されたポリイミド繊維と溶融および冷却された高分子バイ
ンダー繊維とを含むマトリックスと、を含む前記デュアルマトリックス複合材を形成する
ステップと、
を備え、
　前記高分子バインダーの融点は前記ポリイミドのそれより低いことを特徴とする方法。
【請求項８】
　前記多孔質物品を２枚以上含むスタックを加熱・圧縮するステップを備えることを特徴
とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　複数の強化繊維を含む網状組織と、
　溶融および冷却されたポリイミド繊維と溶融および冷却された高分子バインダー繊維と
を含むマトリックスと、
を含み、
　最小ロフト度が３°以上であることを特徴とする熱成形可能なデュアルマトリックス複
合材。
【請求項１０】
　デュアルマトリックス複合材のロフトは、複合材全体に亘って１σ以内であることを特
徴とする請求項９に記載のデュアルマトリックス複合材。
【請求項１１】
　空隙率が、前記多孔質物品のそれより約４体積％低いことを特徴とする９または請求項
１０に記載のデュアルマトリックス複合材。
【請求項１２】
　請求項９乃至請求項１１のいずれかに記載のデュアルマトリックス複合材を熱成形して
前記物品を形成することを特徴とする物品の形成方法。
【請求項１３】
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　請求項９乃至請求項１１のいずれかに記載の熱成形されたデュアルマトリックス複合材
を含むことを特徴とする物品。
【請求項１４】
　空隙率が、デュアルマトリックス複合材のそれより３０～７５体積％低いことを特徴と
する請求項１３に記載の物品。
【請求項１５】
　航空機内装パネルの形態をした請求項１３または請求項１４に記載の物品。
【請求項１６】
　前記デュアルマトリックス複合材から製造された熱成形物品は、
　（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発熱量が６５ｋＷ
／ｍ２未満；
　（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、２分間合計発熱量が６
５ｋＷ×分／ｍ２以下；
　（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ／ＪＡＲ２５．８５３）に基づき、４分間で測定
したＮＢＳ光学煙密度が２００未満、であり、
　Ｄｒａｅｇｅｒチューブ毒性試験（エアバスＡＢＤ００３１、ボーイングＢＳＳ７２３
９）に準拠した毒性ガス放出量が１００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項１３乃
至請求項１５のいずれかに記載の物品。
【請求項１７】
　前記強化繊維と前記ポリイミド繊維と前記高分子バインダー繊維の合計質量に対して、
　３０～６５質量％の前記強化繊維と、
　３０～６５質量％の前記ポリイミド繊維と、
　２～２０質量％の前記高分子バインダー繊維と、
を含むことを特徴とする請求項１乃至請求項１６のいずれかに記載の組成物、多孔質マッ
ト、デュアルマトリックス複合材、物品または方法。
【請求項１８】
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマーは、その合計質量に対して
、
　０．２～１０質量％の量の、４～５０個のシロキサン単位を含むポリシロキサン単位と
、
　ポリエステル－ポリカーボネート単位であって、前記ポリエステル－ポリカーボネート
単位に対して、５０～１００モル％のアリレートエステル単位と、０ル％超５０モル％未
満の芳香族カーボネート単位と、０モル％超３０モル％未満のレゾルシノールカーボネー
ト単位と、０ル％超３５モル％未満のビスフェノールカーボネート単位と、
を含むポリエステル－ポリカーボネート単位と、を含み、
　前記ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマー組成物の２分間総発熱速度
は、米国連邦航空規則ＦＡＲ２５．８５３（ｄ）に準拠し、ＦＡＲ２５．４の方法を用い
て測定して、６５ｋＷ－分／ｍ２以下であり、最大発熱速度は６５ｋＷ／ｍ２未満である
ことを特徴とする請求項１７に記載の組成物、多孔質マット、デュアルマトリックス複合
材、物品または方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３２】
　前記高分子バインダー繊維によって、前記デュアルポリマーマトリックスには、別のポ
リマーが提供される。該高分子バインダーは前記多孔質マットの形成中に溶融するため、
融点がポリエーテルイミドのそれより低くなるように選択される。例えば、高分子バイン
ダーの融点は、ポリイミドのそれより少なくとも１０℃低いものにでき、特定的には少な
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くとも２０℃低いものにできる。該高分子バインダーはさらに、ポリイミドおよび強化繊
維と適合するように選択される。高分子バインダーはさらに、前記デュアルマトリックス
複合材の発熱量、光学煙密度およびまたは燃焼生成物毒性に著しく寄与しないように選択
されることが好ましい。これらの基準を満たせる可能性のある高分子バインダーとしては
、熱可塑性ポリオレフィン配合物、ポリビニルポリマー、ブタジエンポリマー、アクリル
ポリマー、シリコーンポリマー、ポリアミド、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリエ
ステルカーボネート、ポリスチレン、ポリスルホン、ポリアリールスルホン、ポリフェニ
レンエーテル、ポリフェニレン－スルフィド、ポリエーテル、ポリエーテルケトンおよび
ポリエーテルスルホン、あるいはこれらの組み合わせが挙げられる。ある実施形態では、
該高分子バインダーは、ポリシロキサン－ポリエステルカーボネートコポリマー、ポリエ
ステル、ポリエステル－ポリエーテルイミド配合物、これらのいずれかの複合繊維、ある
いはこれらの組み合わせである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７３】
　特定の実施形態では、ある物品は、金属繊維、金属化無機繊維、金属化合成繊維、ガラ
ス繊維、グラファイト繊維、炭素繊維、セラミック繊維、鉱物繊維、玄武岩繊維、融点が
前記ポリイミドのそれより少なくとも１５０℃高いポリマー繊維およびこれらの組み合わ
せから選択された複数の強化繊維を含む網状組織と、（ａ）溶融および冷却されたポリイ
ミド繊維と（ｂ）溶融および冷却された高分子バインダー繊維とを含むマトリックスと、
を含むデュアルマトリックス複合材であって、前記高分子バインダーの融点は前記ポリイ
ミドのそれより低く、前記デュアルマトリックス複合材の最小ロフト度は３°以上であり
、前記デュアルマトリックス複合材のロフトは、該複合材全体に亘って３０％以内であり
、前記複合材は、（１）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、最大発
熱が６５ｋＷ／ｍ２未満（２）ＦＡＲ２５．８５３（ＯＳＵ試験）に準拠して測定して、
２分間合計発熱量が６５ｋＷ×分／ｍ２以下および（３）ＡＳＴＭ　Ｅ－６６２（ＦＡＲ
／ＪＡＲ２５．８５３）に準拠し４分間で測定して、ＮＢＳ光学煙密度が２００未満であ
ることを特徴とする複合材を含む。
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